






















 

 

 

適時開示体制について 
 

【適時開示体制の基本方針】 

当社は、すべてのステークホルダーが当社への投資価値を的確に判断するために必要な会社情

報を適時・適切に開示することを基本方針としております。 

情報開示体制におきましては、取締役管理ユニット長を情報開示担当役員とし、管理ユニット

を情報開示担当部署として人材の強化・育成を図り、特に、上場企業としての責務を十分に認識

し、投資家重視の観点から、重要事項の開示を手続上可能な限り迅速に行うことができる体制の

整備・強化を図っております。 

また、株主が当社グループに関する主な情報を公平にかつ容易に取得し得る機会を確保するた

め、当社ホームページ上に四半期及び通期の決算説明会資料及びその他株主の利害に直接的影響

を及ぼすと思われる情報等については随時掲載しております。 

 

【適時開示手続き】 

(1）決定事実に関する情報 

管理ユニットは取締役会等重要会議の付議事項を予め入手するとともに、適時開示の対象と

なる重要事実の有無を検討し、該当があれば直ちに開示資料を作成し、当該会議終了後遅滞な

くその付議事項の可決を確認して、取締役会の了承を得て開示します。 

(2）発生事実に関する情報 

当該事実が発生した場合、該当する各ユニットは管理ユニットへ報告し、管理ユニットは適

時開示の対象となる重要事実の有無を検討し、該当があれば直ちに開示資料を作成し、適時開

示責任者及び必要に応じて取締役会の了承を得て開示します。 

(3）決算に関する情報 

管理ユニットが決算開示資料（決算短信・四半期決算短信）を作成し、取締役会の了承を得

て開示します。 

(4）企業集団に係る適時開示手続き 

当社は連結子会社を有しております。子会社からは月次決算書等の提出や重要事実の報告を

定期的に受けております。これらに基づき管理ユニットは適時開示の対象となる重要事実の有

無を検討し、該当があれば直ちに開示資料を作成し、東京証券取引所及び必要に応じて顧問弁

護士等の専門家に確認の上、取締役会の了承を得て開示します。 

  



 

 

 

(5）適時開示手続きに関する業務フローは次の通りであります。 
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